
個　別　注　記　表

      　　2024年 4月 1日から

      　　2025年 3月31日まで

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 固定資産の減価償却の方法

有形固定資産は定率法によっている。

した建物附属設備及び構築物については、定額法によっている。

(2) 引当金の計上基準

(ｲ)貸倒引当金・・・・・・・・・・・・・・・

収不能見込額を計上している。

（ﾛ）退職給付引当金・・・・・・・

合要支給額の100％を計上している。

（ﾊ）役員退任慰労引当金・・・

額の100％を計上している。

(3) 収益及び費用の計上基準

行義務の充足の進捗度に応じて収益を認識している。

２．株主資本等変動計算書に関する注記

（1）当事業年度の末日における発行済株式の数 普通株式   200株

（2）当事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項

2024年6月27日　定時株主総会決議

　(ｲ) 配当金の総額 12,339,800円
　(ﾛ) 配当の原資 利益剰余金
　(ﾊ) １株当たりの配当額 61,699円
　(ﾆ) 基準日
　(ﾎ) 効力発生日

（3）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

2025年6月開催予定の定時株主総会において決議予定

　(ｲ) 配当金の総額 8,552,800円
　(ﾛ) 配当の原資 利益剰余金
　(ﾊ) １株当たりの配当額 42,764円
　(ﾆ) 基準日
　(ﾎ) 効力発生日

ただし、1998年４月１日以後に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以後に取得

金銭債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績

率により、特定の債権については、個別に回収可能性を検討し、回

従業員の退職給付に備えるため、退職金規程に基づく期末自己都

役員の退任慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給

　 当社の主要な事業は、北陸電力グループを対象としたシェアードサービス提供業務であり、契約に

基づき履行義務を負っている。当該契約は、一定の期間にわたり履行義務を充足する取引であり、履
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３．税効果会計に関する注記

(1) 防衛特別法人税の適用による繰延税金資産の金額の修正

(2) 法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理

４．その他の注記

通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号 2021年8月

　2025年3月31日に「所得税法等の一部を改正する法律」（令和7年法律第13号）が成立し、2026年4月

１日以後に開始する事業年度より防衛特別法人税が適用されることとなった。

　これに伴い、当期の繰延税金資産は、一時差異等の解消が見込まれる事業年度に対応した改正後

の税率を基礎とした法定実効税率により計算している。

　この結果、繰延税金資産が792千円増加し、法人税等調整額（貸方）が同額増加している。

　 当社は、法人税及び地方法人税並びに税効果会計の会計処理及び開示については、「グループ

12日）に従っている。

記載金額は、千円未満を切り捨てて表示している。


